



地域主権課










地域主権グループ
１　室の庶務事務
室の予算編成、経理、給与、物品、福利厚生及び一般庶務事項を掌り、当該事務の円滑な執行に努めた。
室内各課の業務の総合調整を図り、円滑な事務執行を行った。

（１）主な備品の購入状況
なし

２　地域主権改革に関する取組
地方主導の地方分権改革の推進に向け、国の事務・権限の移譲や地方に対する規制緩和に関する提案を行うなど、国との協議・調整を行った。
また、「大阪発“地方分権改革”ビジョン」（平成29年３月改訂）の総合的な進行管理を行った。

３　関西の広域連携の推進
関西の２府６県４政令市による全国初の府県市で構成される関西広域連合の運営に参画し、広域的な行政課題への対応について、構成府県市との協議・調整を行うとともに新型コロナウイルス対策において、近隣府県との連携強化に努めた。	
	関西広域連合負担金
	予　算　額
	決　算　額

	令和２年度
	175,582千円
	165,410千円

	令和３年度
	183,126千円
	177,978千円

	令和４年度
	191,240千円
	187,083千円



４　全国知事会に関する事務
[bookmark: _Hlk71807007]全国47都道府県で構成する全国知事会において、新型コロナウイルス対策をはじめとする全国的な諸課題について協議し、国への提言等を行うとともに、地方自治体が抱える重要課題の解決に向け連携強化に努めた。
	全国知事会分担金
	予　算　額
	決　算　額

	令和２年度
	17,378千円
	17,378千円

	令和３年度
	17,378千円
	17,378千円

	令和４年度
	17,248千円
	17,248千円




開催状況（全国知事会議）
	日　　　程
	場　所
	内　　　　　　　容

	令和４年７月28・29日
	実地開催（奈良県）
	・地方税財源の確保・充実
・大阪・関西万博の成功に向けた取組
の推進　など

	令和４年11月７日
	都道府県
会館
	・新型コロナウイルス対応
・税財政等に関する提案
・休み方改革プロジェクトチームの
設置　など

	令和４年11月７日
（政府主催）
	官邸
	・国土強靭化のさらなる推進に向けた提言
・物価高騰等を受けた総合経済対策への緊急提言　など


※全国知事会議のほか、新型コロナウイルス緊急対策本部を６回開催
　　　
５　近畿ブロック知事会に関する事務
福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県及び鳥取県の10府県で構成する近畿ブロック知事会において、新型コロナウイルス対策をはじめとする近畿の諸課題について協議し、国への提案等を行うとともに、課題解決に向けた連携強化に努めた。
	近畿ブロック知事会分担金
	予　　算　　額
	決　　算　　額

	令和２年度
	150千円
	150千円

	令和３年度
	150千円
	150千円

	令和４年度
	150千円
	150千円


開催状況（近畿ブロック知事会議）
	日　　　程
	場　所
	内　　　　　　　容

	令和４年５月19日
	大阪府
	（国への提案）
・地域鉄道の維持・活性化
・公共交通を維持・充実させる取組
・新型コロナウイルスの影響を受ける中小企業への資金繰り支援
・水上オートバイによる危険行為への対策強化
・本四高速を含む「全国共通料金制度」の継続　など

	令和４年10月25日
	奈良県
	（意見交換）
・地域雇用
（国への提案）
・広域周遊観光の推進
・国際クルーズの早期再開
・光ブロードバンド環境のユニバーサルサービス化と情報通信のリダンダンシー確保　など
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